
教育法研究の今後の展望

学校現場でのデジタル化はどんどん進んでいます。
ICT化を始めとする学校のDX化と法の関係について、
法的問題点を整理し、どのような問題があるのかを
検討します。たとえは、個人の学習履歴情報の管理
は、個人のプライバシーと衝突する可能性がありま
す。
先端技術に導入は、

これまでの公法秩序
にどのような構造的
容をもたらすのかを
明らかにするため、
国から助成金をもら
い、チームで研究を
行っています。

憲法における「教育を受ける権利」の
構造に関する比較法研究
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「
教
育
を
受
け
る

権
利
」
と
は
？

午後まで学校があるのは当然？

日
本
で
は
憲
法
26
条
に
、「
教
育

を
受
け
る
権
利
」
が
定
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
一
体
、
憲
法
が
保
障
す
る
教

育
を
受
け
る
権
利
と
は
ど
の
よ
う

な
内
容
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の
で
し
ょ
う
？

そ
こ
で
、
ド
イ
ツ
の
教
育
を
受
け

る
権
利
に
つ
い
て
調
べ
ま
し
た
。
ド

イ
ツ
は
、
日
本
と
は
異
な
り
基
本
法

（
ド
イ
ツ
の
憲
法
）
は
親
の
権
利
を

規
定
し
て
い
る
も
の
の
、
教
育
を
受

け
る
権
利
を
明
文
で
定
め
て
い
ま
せ

ん
。
し
か
し
、
コ
ロ
ナ
禍
で
学
校
が
一

斉
閉
鎖
し
、
学
校
で
教
育
を
受
け
ら

れ
な
い
状
況
に
な
っ
た
こ
と
で
、
学

校
教
育
を
受
け
る
の
は
基
本
法
上

の
権
利
で
あ
る
と
、
連
邦
憲
法
裁
判

所
に
よ
っ
て
、
新
し
い
権
利
と
し
て

認
め
ら
れ
ま
し
た
。

ド
イ
ツ
と
日
本
、
権
利
の
成
り
立

ち
は
違
え
ど
も
、
社
会
の
な
か
で
抱

え
て
い
る
教
育
問
題
に
は
類
似
点

も
数
多
く
あ
り
ま
す
。
憲
法
規
範

の
中
身
を
検
討
す
る
こ
と
で
、
教
育

問
題
に
対
す
る
解
決
策
を
探
る
こ

と
が
研
究
の
目
的
で
す
。

「その能力に応じて、等しく」
障がい児の教育を受ける権利

2008年に国連で「障害者権利条

約」が可決され、インクルーシブ教育
が唱えられました。しかし、現在のイ
ンクルーシブ教育システムでは、様
まざなニーズに対応するため学びの
場を分けたほうがよいとされています。
医療的ケアが必要な子どもを認定特
別支援学校就学者と指定した通知及
び養護学校を指定した就学通知の
違法性を認めなかった判例もあり、
まだまだインクルーシブ教育は十分
に実施されているとは言えません。

憲法の「その能力に応じて、等しく」
の意味をどのように解釈をするのか、
外国法と比較しながら、より適切な解
釈を考えています。

ドイツでは、これまで学校は午前中で終わる半日制

が主流でした。長く学校に滞在することは親が自由に
教育をできなくなる、すなわち親の権利の侵害になる
考えられていたからです。

近年、日本の学校のような終日制学校の学校が導入
されることになり、基本法における学校が何を示すの
か議論になりました。その議論を追うと、単なる学校滞
在時間の問題では無く、学校とは何かという問題につ
ながります。この成果は、論文として発表しました。 
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